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2022 年度事業計画 

 

１ 仲裁・調停等業務及び事前相談への対応等 

〇 スポーツに関する紛争を解決するため仲裁・調停を行うとともに、競技者など

からの相談に応じる。 

また、上記の手続きの経費支弁が困難な社に対しての手続費用の支援を行う。

（toto 助成事業） 

 

スポーツ仲裁・調停申立想定件数  仲裁 12 件 調停４件 

手続費用支援想定件数（１事案１当事者 30 万円 仲裁・調停 5件） 

 

〇 競技者などからの事前相談については、スポーツに係る紛争の解決についての

知見を有する者が、取りうることが可能な方法などについて情報の提供などを行

う。（toto 助成事業） 

 

相談対応者 仲裁・調停等専門員（弁護士） 3 名程度（交代で対応） 

仲裁・調停等専門委託員 1 名 

仲裁・調停補助職員 1,2 名程度（2名の場合は交代対応） 

 

〇 我が国のスポーツ仲裁・調停制度が世界的な動向と歩調を合わせて進んでいけ

るよう、関係者が多数参集する国際的なシンポジウムに職員を派遣し、海外のス

ポーツ仲裁を実施している団体などとの交流による情報交換をおこない、今後の

スポーツ仲裁・調停制度等の改善に生かす。（toto 助成事業） 

 

 

２ スポーツ仲裁シンポジウムの開催 

〇 スポーツ仲裁・調停等に関する各方面の理解を増進するため、シンポジウムを

開催する。（toto 助成事業） 

開催時期：テーマ未定 

 

 

３ 理解増進活動の展開 

(1) 競技者・指導者等を対象とする活動（スポーツ庁委託事業） 

競技者・指導者等に対してスポーツ仲裁・調停制度への理解を深め、制度の活用

の促進を図るとともに、スポーツにおけるトラブルが事前に防止できるよう、研

修会やアウトリーチ活動を行う。 
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〇 研修会 

事業の受託後、速やかに競技団体への研修会の案内を行い、研修会を希望す

る団体と調整を行い、6回程度実施する。 

〇 アウトリーチ活動 

国民体育大会の開催に合わせて会場でのアウトリーチ活動を実施するほか、

オンライン上でこれまでのアウトリーチプログラムに類似する活動を行うこと

等工夫を凝らして実施する。 

 

(2) 競技団体などを対象とする活動（スポーツ庁委託事業） 

競技団体に対して自動応諾条項の採択をはじめ、広くガバナンスの向上について

メンター派遣を行うこと等によりコンサルティングを行う。 

 

(3) 仲裁人等を対象とする活動（スポーツ庁委託事業） 

仲裁人等の候補者に対して研修会を行う。具体的には、昨年度から実施している

オンラインによる研究会を年 6回程度実施する。 

 

(4) 海外への短期派遣研修の実施（スポーツ庁委託事業） 

スポーツ法に造詣の深い弁護士、研究者に特定の研究テーマを設定し、海外の大

学やスポーツ法専門の法律事務所、国際学会に派遣して調査し資質の向上を図ると

ともに、その成果を広く活用する。 

 

 

４ スポーツ仲裁制度の在り方に関する調査研究（スポーツ庁委託事業） 

  スポーツ先進国の仲裁制度や他の分野の仲裁制度を調査し、我が国のスポーツ仲

裁制度の見直しの要否や改正案について調査する。 


